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大学進学の情報が生徒の進学関心に与える影響＊ 

 (クラスターランダム化比較実験を用いた実証分析) 
 

森安 亮介＊＊ 

2021 年 4 月 21 日 

 

要旨 

 

本稿は、大学進学に関する情報の取得が大学進学希望に及ぼす影響について、高校生を

対象としたクラスターランダム化比較実験を通して検証している。具体的には、地方のと

ある高校１年生 計 94 名に対して、大学進学の効用に関する情報を提供するトリートメン

トグループ、大学進学の費用に関する情報を提供するトリートメントグループ、そしてコ

ントロールグループの３つのグループに分け情報提供実験を行っている。 

結果、サンプルの対象やサンプルサイズの影響等もあり、大学進学希望については有意

な変化は見いだせなかった。しかし、勉強時間で代理した人的資本投資については、情報

提供によって有意に上昇していた。また、統計的に有意ではないものの、もともと過大な

大卒賃金プレミアムを見込んでいた生徒においては、適切な情報の授受によって進学希望

や人的資本投資意欲が減退する傾向も確認された。 
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１. はじめに 

 

大学進学の意思決定に情報はどのような影響を及ぼしているのだろうか。本稿の目的は、

大学進学に関する情報を高校生に提供することによって進学希望の変容が起こり得るか、

クラスターランダム化比較実験を通して検証することにある。 

少子高齢化や東京一極集中を受け、高等教育機会の地域格差に社会的・政策的な関心が

寄せられている。学校基本統計調査（2016 年）によると都道府県別の高卒者の四年制大学

進学率は、最も進学率の高い東京都（64%）に対し最も低い鹿児島県（31%）は半分に満た

ない。こうした中、文部科学省中央教育審議会や内閣官房まち・ひと・しごと創生事務局

などにおいても、高等教育機会の平等性や地方大学の振興等の議論がなされている。もち

ろん大学進学はあくまで個人の意思決定であるため、個人が適切な情報をもとに吟味し判

断した結果であれば、政策的課題として介在する余地は無いかもしれない。しかし、森安

(2021)において都市-地方間の情報格差によって大学進学の意思決定に違いがあることが

示唆されたように、仮に生まれ育った地域や家庭環境の違いによって、得られる情報が異

なることで意思決定の結果にも差異が生まれているのであれば、ミクロ・マクロ両面から

みても是正すべき問題であろう1。 

経済学的に考えれば、大学進学の意思決定は、進学から得られる効用と進学に要する費

用との比較によって決定される（Becker1975）。ただし Manski が指摘したように、進路選

択の 意 思決定 に は本人の認識する主観的な期待効用が 重要な要 素であり

（Manski1993,2004）、実際にはそうした判断は限定的ないし不完全な情報をもとに行われ

ている（Jensen2010) ものと考えられる。そのため、実際の大学進学の効用と本人が主観的

に認識する効用にはギャップが生じることとなる (Jensen2010, 森安 2021)。しかし、適切

な情報が伝達されることで進学希望が変容するかどうか直接的に検証した研究の蓄積は

多くない。後述のように、Nguyen (2008)や Jensen(2010)などの検証がなされたのは 2010 年

代頃からであり、また、研究の多くが発展途上国を対象としている。本稿はこうした流れ

を受けて、先進国のような環境下においても、効用に係る適切な情報の提供が生徒の進学

希望を高め得るかを検証するものである。 

本稿は２つの点でユニークである。第１に、大学進学の効用に焦点を当てている点であ

 
1 マクロ的には、学力の高い人材がもし情報不足が理由で進学を選択していない場合、一国全体の効率的な

リソースアロケーションの観点から課題となろう。実際、例えば福井県や秋田県のように学力は高いにも関わ

らず大学進学率が低い地方県は存在する。こうした県の大学進学選択に、もし情報不足に起因する進学格差が

発生しているのであれば、マクロ的にも介在する課題となる。 
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る。後述のように大学進学決定に関しては我が国でも社会学や経済学で研究が蓄積されて

いる。しかしそのほとんどは進学費用や教育供給に着目しており、大学進学の効用の側面

から実証した研究は乏しい。第２に、クラスターランダム化比較実験を通して検証してい

る点である。進学の効用に関する情報が大学進学希望等に与える影響を検証するためには、

実験的な手法を用いることが望ましい。次節で詳述するように実験的手法は海外ではいく

つか研究があるものの、我が国における研究蓄積は浅い。 

本研究の結果、大学進学に関する適切な情報の提供は、大学進学希望に対しては有意な

影響が確認できなかったものの、勉強時間で代理した人的資本投資については有意に上昇

していた。後述のように実験対象が高校１年生であったことから、大学進学に係る情報が

進学決定ではなく自己の人的資本投資への意欲喚起にはたらいた可能性が伺える。また、

統計的に有意ではないものの、客観値よりも過大な大卒賃金プレミアムを当初見込んでい

た生徒においては、適切な情報の授受によって、進学希望や人的資本投資意欲が減退して

しまう傾向も確認された。こうした傾向は、学力の低い層ほど強く見られた。 

本稿の構成は以下のとおりである。まず第２節で先行研究を概観した後に、第３節で実

験のリサーチデザインや実験方法を紹介する。第４節で推計モデルを説明した上で、第５

節で結果を提示する。第６節ではその結果をもとにした考察と今後の課題について検討し

ている。 

 

２. 先行研究の概観 

 

大学進学行動を経済学的に考える上で、最も標準的なものは大学進学による効用と費用

を比較するというものである（田中 2017）。これは、Becker(1975)の人的資本理論に基づい

ており、大学卒業後に得られる効用の現在価値の和が、大学進学に伴う費用の現在価値の

和よりも高ければ大学進学が選択されると考えられている2。ただし Manski が指摘したよ

うに、進路選択の意思決定には本人の認識する主観的な期待効用が重要な要素であり

（Manski1993,2004）、実際にはそうした判断は限定的ないし不完全な情報をもとに行われ

ている（Jensen2010）ことが考えられる。 

しかし、情報が進学希望に与える影響について直接的に検証した研究の蓄積は浅く、

2000 年代後半以降になって、実験的手法による検証がいくつか存在するのみとなっている。

 
2ここでいう効用とは、厳密には賃金以外にも、(学ぶことによる満足感など)非金銭的な要素も含む。しかし

ながら、費用便益を無視して議論することは難しく、単純化された大学進学の意思決定モデルにおいては、賃

金をもとにした比較を意思決定の基礎としている（田中 2017）。 
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例えば Nguyen (2008）はマダガスカルの小学生や保護者に、統計データに基づく学歴別賃

金差や進学のロールモデルの提示等を行った。結果、そうした情報提供によって生徒のテ

ストの点数や授業の出席率が向上したことを示している。また Jensen(2010)は、ドミニカ

共和国の８年生(14 歳程度)生徒に対し、学歴による賃金差異の情報を提供した。結果、情

報提供を受けたグループは、4 年後に平均 0.20~0.35 年修学年数が高まっていた。加えて宿

題に費やす時間も、週平均およそ 11 分増加していた。ただし、これらの研究は途上国で実

施されている。そのため読解力やデータ理解力など基礎学力の観点から、提供した情報の

うち果たしてどの程度理解されアウトカムに寄与したのか疑問は残る3。 

途上国以外を対象とした研究として、Oreopoulos and Dunn(2013)や Loyalka et al.(2013)、

Bettinger et al.(2012)も存在する。しかしこれらの研究は、進学費用や進学の手続きコスト

等に焦点を当てている。例えば Oreopoulos and Dunn(2013)では、トロントの低所得地域の

高校生をランダムに選び、Web 上で大学についての 3 分間のビデオ視聴や助成金・ローン

の財政援助計算ツールの実施促進を行った。3 週間後検証した結果、情報提供を受けた学

生は大学進学をより希望するとともに、（資料ダウンロードなど）追加的な情報の取得を行

っていた。そうした傾向は、それまで興味のなかった層ほど強かったとされている。Loyalka 

et al. (2013) では、中国北西部の貧困地域（陝西省）の高校生に対し、大学費用や財政援助

の情報を提供したクラスターランダム化比較実験を 2008 年に行っている4。８カ月後に確

認した結果、情報提供によって財政支援を受ける意向は高まるものの、大学選択等の影響

は確認できなかった。Bettinger et al. (2012)5では、低所得者に対し、FAFSA6の記載方法や経

済援助に関する情報提供実験を 2008 年に施している。近隣大学の授業料や学費援助適格

性などの情報を提供をしたグループや、そうした情報提供に加えて FAFSA 記入サポート

も行ったグループを、コントロールグループ7と比較した。結果、情報提供と FAFSA の記

入サポートをセットで行ったグループが、より援助申請書を提出していた。一方、情報提

 
3 Nguyen (2008）ではデータ提示のみならずロールモデルの提示を行っており、その有効性について言及し

ている。ただしそもそもロールモデルを提示した理由として、対象者の識字率の低さを挙げている。 
4 この実験では大学費用と財政援助について 30 ページにまとめた小冊子の配布と 17 分程度の口頭説明を実

施している。 
5 この論文は、Loyalka et al. (2013)の中で「大学のアウトカムに関する情報提供実験の、アメリカで唯一の

研究事例」と紹介されている。 
6 Free Application for Federal Student Aid：政府の奨学金申込において提出する、年収や自動車ローン等細

かな質問に答える申請書。大学側はそうした申請情報をもとに、生徒が受けられる奨学金の種類や金額等を算

出したり、奨学金の振り分けを行う 
7 コントロールグループには、大学進学の重要性に関する基本的な情報と、費用や財政援助に関する一般的

な情報をパンフレットにて提供している。 
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供だけを行ったグループは、援助の適用率や大学への入学に大きな影響はなかった。 

以上のように、情報が進学の意思決定に与える影響について、海外では実証実験を用い

た研究がいくつか存在する8。しかしながら進学の効用に着目した研究は発展途上国をフィ

ールドとした研究が中心であり、先進国・中所得国については進学費用や進学手続きに主

眼が置かれている。また、先行研究の多くは情報提供実施後にブランクを空けて効果を検

証している。そのため、そのブランク期間中に情報が伝播したり、別の情報が取得されて

いる可能性が否定できない。加えて Bettinger et al(2012)や Loyalka et al. (2013)は、リーマン

ショックの 2008 年に実験が行われている。先行き見通しの不安定ななか教育ローンへの

関心も例年以上に高まることで、通常以上に情報を取り入れたり、親の職業や資産状況等

による影響が色濃く反映されたりする可能性も考えられる。 

このような研究実態を踏まえて、本稿では先進国、中でも公教育において均質な情報提

供がなされている日本において、高校をフィールドにした情報提供実験を実施している。

日本では実験的な手法の研究蓄積は浅く、学校や学生を対象にした経済学の情報提供実験

は、筆者が知る限り存在しない9。もちろん我が国でもデータを用いた研究は数多くなされ

てきた。例えば、教育収益率に関する研究（樋口 1994、岩村 1996、島 1999 など）や地域

別の学歴別賃金差異に関する研究（矢野 1982、平木 2011 など）、大学進学率の要因研究（中

村 1992、野崎 2017、萩原・深堀 2017 など）、親の社会階層に着目した研究（近藤・古田

2009、藤原 2011 など）や親の教育意識に注目した研究（吉川 2006 など）、奨学金に関する

研究（小林 2007、藤村 2009 など）、親の教育費負担に関する意識（末冨 2005、古田 2007

など）、地域の進学格差に関する研究(佐々木 2006、上山 2012 など)など幅広い研究が経済

学や教育社会学を中心に蓄積されている。ただし、こうした研究のほとんどは家族属性や

進学費用など教育供給の制約面に主眼を置いており、大学進学の効用面や本人の期待収益

を明示的に扱っているわけではない10。もっとも 2010 年代以降になると、島(2010)・朴澤

(2012)・田中(2017)・森安(2021) など、大学進学の効用面に着目した研究がいくつか存在す

る。中でも森安 (2021) では生徒が認識する主観的な効用と大学進学の関係性について分

析している。結果、生徒の大学進学希望を高めているのは生徒が認識する主観的な大卒賃

 
8 紹介した論文以外にもオランダで行われた Booij et.al(2012)や、チリで子と親に情報を提供した Dinkleman 

et.al (2014)なども存在する。どちらも進学コストに関する情報の影響を焦点としている。 
9 学校をフィールドにした実験的手法は例えば教授法に関する研究領域ではいくつかの研究がみられるが、

経済学の分野で学校を用いた情報提供実験の研究は筆者の知る限り行われていない。 
10 研究があまり進まなかった要因の１つとして、教育の経済学に関する我が国の研究をレビューした渡邊

(2013)では「2000 年代中盤まで、教育に関する質問を含んだデータが入手困難だったため、計量経済学的な

課題が残されていた」と言及している。 
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金プレミアムであること。また、そうした生徒の主観的な大卒賃金プレミアムは都市圏に

比べて地方圏ほど有意に低く、その要因として都市-地方間の情報経路の違いが有意にはた

らいていることなどを明らかにしている。しかし、地方の生徒に情報を提供すれば進学希

望が高まるかについては定かでない。 

本稿は、こうした研究実態に鑑み、我が国で初めて学校現場をフィールドとした実験的

手法による検証を行うものである。 

 

３. リサーチデザインと介入 

 

前述のように Becker(1975)の人的資本理論をもとにした大学進学の意思決定モデルでは、

大学卒業後に得られる効用の現在価値の和が、大学進学に伴う費用の現在価値の和よりも

高ければ大学進学が選択されると考えられている。もっとも Manski が指摘したように、進

路選択の意思決定には本人の認識する主観的な期待効用が重要な要素であるが

(Manski1993,2004)、実際にはそうした判断は限定的ないし不完全な情報をもとに行われて

いる(Jensen2010)ものと考えられる11。このように情報が限定的ないし不完全である状況下

で認識されるリターンは 2010 年頃から研究がなされており、近年では”Perceived Returns”

として概念化されつつある。Perceived Returns とは、個人によって主観的に認識されるリ

ターンのことを意味し、伝統的な経済学で前提とされている完全予見下のリターンの対比

概念として位置づけられている。なお、Perceived Returns は、Becker が前提としたような

合理的な経済人モデルの前提は踏襲しながらも、個人が取りうる情報は不完全情報だと仮

定している点に特徴がある12。 

個人が主観的な期待効用をもとに進学決定を判断し、その期待効用は客観的な効用とギ

ャップがあることを前提とすると、仮に大学進学によって得られるリターンを個人が過少

に評価している場合、適切な客観値を知ることで、進学希望は高まることが予想される。

この時の前提は、大学進学に係るコストが一定であることだが、後述のように本稿では１

 
11 実際、森安(2021)で高校３年時点に生徒本人が認識する主観的な大卒賃金プレミアムと進学希望の関係性

について、就業構造基本調査から得られる客観的な賃金プレミアムと比較しながら検証したところ、主観的な

大卒賃金プレミアムが有意に大学進学希望を高めていたことを確認している。加えて、地方の方が有意に主観

的な賃金プレミアムが低く、その要因として都市・地方間の情報経路の違いが考えられることを示している。 
12 同じように不完全な情報下における期待効用について新制度派経済学でも研究が蓄積されているが、新制

度派経済学では、個人を非合理（限定合理的）なモデルと捉えている点に違いがある。限定合理的な意思決定

についてはゲーム理論などでも理論構築がなされている。ただしゲーム理論は、人々の意思決定が互いに影響

を及ぼし合うような相互依存的なマーケット下の均衡に関心を寄せている。 
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授業時間内の短時間実験を施しておりリターンに関する情報のみ伝達していることから

コストに変化がないよう設計している。他方、理論的には、コストに関する情報も適切な

情報を得ることで進学希望が変容することが考えられる。そこで、短時間実験によりリタ

ーンは同一とした上で、コストのみの情報を提供するグループも作ることで、リターンと

コスト両面の影響を各々検証している13。 

こうした仮説をもとに実施したランダム化比較実験の概要は以下の通りである。 

 

3.1．実験の対象者 

実験は地方のとある私立の普通高校１年生を対象に実施した。この高校は進学コース・

スポーツコース・普通コースの３つのコースがあり、本稿では「普通コース」の生徒 94 名

を対象としている。なお、進学コースには大学進学を希望する生徒が在籍し、スポーツコ

ースにはスポーツ推薦や将来的にスポーツに関する進路を希望する生徒が在籍している。

残る普通コースは、こうした進路選択をまだ決定していない生徒が在籍するコースである

14。本実験は、情報提供による進路決定の変化を検証することから、まだ進路を決めてい

ない普通コースを対象としている。普通コースには３つのクラスがあり、１組 30 名・２組

32 名・３組 31 名の合計 94 名である。なお、普通コースの学力は偏差値 45 前後である。 

 

3.2．ランダム化 

実験は、３つのクラスのうち１クラスを大学進学によって得られるリターンに関する情

報を提供したトリートメントグループ（以下、効用トリートメントグループという。）、別

の１クラスを費用に関する情報提供のトリートメントグループ（以下、費用トリートメン

トグループという。）、残る１クラスをコントロールグループとした。こうしたグループは

クラス担任によるジャンケンによって振り分けた。ジャンケンは、３クラス担当教諭が行

い、彼らをマネジメントする立場の教員１名と筆者も立ち会っており、公平（ランダム）

に行われたことを確認している。 

なお、この３つのクラス自体のクラス編成は、生徒たちの入学する以前の 2019 年 3 月

時点に決定されている。男女比率については考慮されているものの、それ以外はランダム

 
13 ここでいうリターンは金銭的なリターンを指している。またコストは private information を除いた public

なコストの情報のみ提供している。 
14 制度上「進路選択をまだ決定していない生徒が在籍するコース」であっても、事実上は大学進学を考えて

いない生徒が多数在籍していることも考えらえる。しかしその場合、本実験で得られる結果は「進学を考えて

いない生徒がいたにも関わらず得られた変化」であるため、少なく見積もった場合の変化量だと解釈できる。 
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に振り分けられている。具体的には入学時の学力や家庭の環境（年収・家庭事情等）は、

クラス分けを担当する教諭自身に情報共有されていないことから一切考慮されていない

こととなる。また、入学前の編成であることから、生徒の性格や志向性、生徒同士の交友

関係等について学校側は把握していない。生徒の進路希望についても、「進学コースやスポ

ーツコースを希望していない」という情報以外は何も持ち得ていない状況下でクラス編成

がなされている。こうした状況からクラス分け自体もランダムであり、進路希望に影響を

与えるような系統的な違いは無いと言える。検定による確認は 3.4.で詳述する。 

 

3.3．介入方法 

本研究に係る介入方法は次の通りである。まず 2019 年 4～5 月、３クラスの総合学習授

業の担当教諭に対して、ランダム化比較実験の概要や研究テーマ、先行研究等を説明し、

実験の同意を取得した。同年 5 月 30 日トリートメントグループとコントロールグループ

を決めるために、前述のジャンケンを実施し、グループの振り分けを決定している。情報

提供の実施は同年６月 17 日に実施している。 

情報提供に際しては、提供内容を統一するために動画を作成し、授業時間内に放映した。

効用・費用に関する動画のコンテンツは次表の通りである。 

 

表 3-3  効用・費用に関する介入の概要 

 

 

まず効用トリートメントグループに提供した動画の内容は次の通りである。まず、大卒・

高卒によって就職先にどのような選択肢の違いがあるかを伝えた。その上で、入社後のキ

ャリアパスの違いについても事例とともに伝達した。さらに、高卒・大卒の賃金の違い(大

卒賃金プレミアム）を伝えた。この値は就業構造基本調査のオーダーメイド集計によって

  効用トリートメントグループ 費用トリートメントグループ コントロールグループ

説明

・アンケート実施の趣旨について、

授業冒頭に教師から説明

・アンケート表紙に概要説明を記載

・アンケート実施の趣旨について、

授業冒頭に教師から説明

・アンケート表紙に概要説明を記載

・アンケート実施の趣旨について、

授業冒頭に教師から説明

・アンケート表紙に概要説明を記載

内容

■進学の効用に係る動画視聴

・進路のオプション

・進路別のキャリア形成の違い

・大卒賃金プレミアム

■進学の費用に係る動画視聴

・進路別の学費

・都市圏の学校に通う際の生活費

・奨学金の種類や金額

・アルバイトによる平均収入等

■バスによる移動及び進路選択と関

係のない内容の授業

・学園祭に関するショートムービー

の視聴と討論

時間 視聴時間15分 視聴時間15分 移動および視聴時間30分
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得られる最終学歴別の平均所得について、全国平均の値と当該校立地県の値の２種類を掲

示している。 

次に費用トリートメントグループには、まず大学の学費(入学費等も含む)について伝え

た。学費は国立大学の学部別、私立大学の学部別に分けてその平均値を提示している。加

えて、都市圏の大学に通学した際、付随する発生する生活費の違い(一人暮らし・寮などに

分けて提示)も伝えた。その上で、そうした費用の世帯負担を軽減するために用意されてい

る各種奨学金の種類について紹介し、大学生アルバイトにおける平均収入なども提示した。 

また、コントロールグループには、ブラインド化15を目的として、進路選択と全く関係の

ない内容の授業を実施している。具体的には学園祭に関するショートムービーの視聴と討

論を行っている。加えて情報のスピルオーバーを防止するためにバス移動等を伴った場所

の隔離も行っている。ただし、３クラスともに「授業時間中、慶應義塾大学への研究協力

でアンケートに回答してもらう」ということについては事前に教諭から生徒たちに説明が

行われている。 

 

3.4．データ 

生徒の主観的な認識や進学希望等については、授業時間内において動画視聴前後で実施

したアンケートを通じて取得した。アンケートの質問や回答項目は次表の通りである。 

 

  

 
15 プラシーボ効果を防ぐために、生徒たちにはどの授業がトリートメントかどうか分からないように

疑似的な(進学には影響を及ぼさない内容の)授業を行うこと。なお、当該授業を担当する教諭側は中身

を知っているため、ダブルブラインド(二重盲検)ではなくシングルブラインド(単盲検)に該当する。 
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表 3-4-1 質問項目とその説明

 
本稿の主な関心である生徒の主観的な大卒賃金プレミアムは「大卒の場合と高卒の場合

とでは、将来の収入にどのような違いがあると思いますか」という質問項目を用いている。

回答項目は「同じくらい」「大卒の方が 1-2 割高い(1.1-1.2 倍)」「3-4 割高い(1.3-1.4 倍)」「5-

9 割高い(1.5-1.9 倍)」「2 倍以上高い」である。なお、こうしたアンケートの質問・回答項

目は、島(2010)、朴澤(2012)、田中(2017)、野崎(2017)、萩原・深堀(2017)、森安(2021)など

多くの先行研究にも用いられている「高校生の進路についての追跡調査」（東京大学大学院

教育学研究科 大学経営・政策研究センター）と平仄をあわせて設計している。分析に際し

ても先行研究にならい、上述の回答項目を各々1.0、1.15、1.35、1.7、2.0 に変換した値を用

いている。 

本稿の実験では１つの授業時間内で完結する短時間の実験を用いることで、情報のスピ

ルオーバーや他要因による影響を排除している。ただしデメリットも存在する。短時間の

実験であるため、あくまで情報を受け取った反応段階しか確認できない点である。即ち、

進学希望が仮に高まったとしても、その後に大学進学に至っているか追跡ができていない

点に課題がある。 

こうしたアンケート結果ならびにサンプルの基本統計量は次の通りである。グループ間

に系統的な違いがないかを確認するための検定結果とともに示している。検定に際しては、

３群比較のため一元配置分散分析(ANOVA)を用いている。結果、進路選択（第 1 希望）の

変数 変数の説明

親の最終学歴
【質問】あなたのお父様の最終学歴を教えてください

【回答項目】①中学校、②高校、③短大・高専・専門学校、④大学、⑤大学院、⑥分からない、⑦無回答

進路選択

(第1希望）

【質問】いまのところ、卒業したらどのような進路を考えていますか。第一志望(最も希望しているもの)を1つ選んで下さい

【回答項目】①就職、②家の手伝い・家業を継ぐ、③アルバイトだけの生活、④短大・専門学校への進学、⑤大学への進

学、⑥就職しながら進学、⑦その他、⑧未定

進路選択

(可能性のあるもの

全て）

【質問】いまのところ、卒業したらどのような進路を考えていますか。可能性のあるものをすべて選んで下さい

【回答項目】①就職、②家の手伝い・家業を継ぐ、③アルバイトだけの生活、④短大・専門学校への進学、⑤大学への進

学、⑥就職しながら進学、⑦その他、⑧未定

学力
【質問】中学3年生のとき、あなたの成績は学年全体でどれくらいでしたか

【回答項目】①下のほう、②中の下、③中くらい、④中の上、⑤上のほう

大学進学希望
【質問】大学進学に対する希望度合いはどの程度ですか

【回答項目】①絶対に進学しない、②恐らく進学しない、③分からない、④できれば進学したい、⑤絶対に進学したい

勉強時間

【質問（情報提供前）】あなたは平日、授業以外の時間で１日平均どれくらい勉強していますか

【質問（情報提供後）】「あなたは平日、今後どの程度勉強しようと思いますか」

【回答項目】①ほとんどしない、②30分程度、③1時間程度、④2時間程度、⑤3時間程度、⑥4時間以上

主観的な

賃金プレミアム

【質問】四年制大学の大卒の場合と高卒の場合とでは、将来の収入にどのような違いがあると思いますか

【回答項目】①同じくらい、②大卒の方が1-2割高い(1.1-1.2倍)、③3-4割高い(1.3-1.4倍)、④5-9割高い(1.5-1.9倍)、⑤2倍

以上高い
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「⑥就職しながら進学」を除いたすべての変数において p 値が 0.05 より大きく、平均値に

おけるグループ間の有意な違いは確認できない。 

 

表 3-4-2 基本統計量 

 

 

なお、検定は各変数が正規分布でないことを想定し、クラスカル・ウォリス検定（Kruskal-

Wallis test）も実施している。さらに、（本稿では費用トリートメントとコントロールグル

ープ、効用トリートメントとコントロールグループといったように実質的には 3 群ではな

く 2 群同士の比較を行うため）2 群同士のマン・ホイットニーU 検定（Mann-Whitney test）

やカイ二乗検定も行っている。結果、すべての変数において系統的な違いは確認されず、

ランダムであることが確認できている。  

 

3.5．バイアスやスピルオーバーへの対応 

ランダム化比較実験で通例発生しうるバイアスについて、本稿では次のように対応して

いる。 

 

・選択バイアス（Selection Bias）への対応 

一般的に、アンケート調査や情報提供実験の実施に際し、ある特徴を有する層ほど調査

に回答するような事態が発生してしまうと、サンプルにはバイアスが含まれることとなる。

しかし本実験では、全生徒が出席する授業において、教諭の指示のもと全生徒が回答して

いる。そのため、こうしたバイアスは発生していないものと考えられる。実際、前述した

class1 class2 class3 検定 class1 class2 class3 検定

control 費用Treat 効用Treat Prob>F control 費用Treat 効用Treat Prob>F

父親の学歴 中学校 0.065 0.063 0.032 0.822 主観的な大卒賃金プレミアム 1.452 1.419 1.481 0.726

高校 0.290 0.250 0.258 0.932 大学進学希望の度合い 2.667 2.867 2.963 0.635

短大・高専・専門学校 0.000 0.094 0.065 0.245 進路選択 ①就職 0.161 0.188 0.129 0.823

大学 0.097 0.094 0.097 0.999  (第1希望) ②家の手伝い・家業を継ぐ 0.000 0.000 0.000 -

大学院 0.032 0.000 0.000 0.366 ③アルバイトだけの生活 0.032 0.000 0.000 0.366

分からない 0.290 0.375 0.290 0.713 ④短大・専門学校への進学 0.452 0.438 0.419 0.969

無回答 0.226 0.125 0.258 0.397 ⑤大学への進学 0.129 0.125 0.161 0.904

母親の学歴 中学校 0.065 0.031 0.000 0.360 ⑥就職しながら進学 0.000 0.000 0.097 0.043

高校 0.387 0.313 0.452 0.533 ⑦その他 0.000 0.000 0.000 -

短大・高専・専門学校 0.290 0.156 0.097 0.130 ⑧未定 0.226 0.250 0.226 0.967

大学 0.097 0.063 0.032 0.591 進路選択 ①就職 0.452 0.313 0.613 0.057

大学院 0.000 0.000 0.000 -  (可能性ある ②家の手伝い・家業を継ぐ 0.000 0.094 0.032 0.176

分からない 0.161 0.344 0.258 0.258   もの全て) ③アルバイトだけの生活 0.065 0.031 0.129 0.332

無回答 0.065 0.094 0.161 0.456 ④短大・専門学校への進学 0.710 0.781 0.806 0.654

性別 男性ダミー 0.290 0.344 0.355 0.850 ⑤大学への進学 0.419 0.500 0.452 0.816

学力 中3成績 2.033 2.065 2.250 0.663 ⑥就職しながら進学 0.097 0.063 0.129 0.676

高1成績 2.267 2.258 2.643 0.239 ⑦その他 0.000 0.031 0.065 0.360

勉強時間 平日（1日あたり） 0.435 0.734 0.645 0.303 ⑧未定 0.10 0.28 0.129 0.116

注：表中の値は、「class1」～「class3」においては平均値を示す。「検定」においてはProb>Fを示す。
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検定結果から属性には統計的な違いがないことも確認している（前表参照）。 

 

・応答バイアス（Response Bias）への対応 

一般的に、例えばインタビュアーなどによる訪問インタビューの場合、質問の仕方や質

問タイミング等によって回答者の回答が変化したり、回答に対する質問者の解釈が混在す

ることがバイアスとして懸念される。また、web による情報提供の場合も、視聴状況や視

聴環境を統制しない限り、情報伝達に関するバイアス発生を否定できない。しかし本実験

では、授業時間という同じ環境で一律同じ動画を放映し、同じアンケート表を用いている

ため、こうしたバイアスは制御されているものと考えられる。なお、調査の質問・回答項

目は、前述の通り「高校生の進路についての追跡調査」と平仄をあわせて設計している。 

 

・伝達情報の漏出（Spillover Effect）への対応 

前述のように海外の情報提供実験研究の多くは、情報提供を行った後数週間から数カ月

程度のブランク期間を経た上で影響を観察している。しかし、このブランク期間中に、ト

リートメントグループに提供した情報やその他類似情報をコントロールグループが取得

した場合、提供した情報の影響が識別できない。本実験では、高校の授業時間内で反応を

観察するとともに、前述のようにコントロールグループが移動していることで物理的にも

情報が漏出されないように設計している。 

 

 

４. 推計モデル 

 

分析に係る推計モデルは、Loyalka et al.(2013)を参考に以下の通りである。 

𝑌  = 𝛼 + 𝛼 𝐼 + 𝛼 𝑋 + 𝑢  …① 

ここで、𝑌  は個人𝑖が大学進学𝑗に対して希望する変数である。本稿では大学進学意欲を

はかるアウトカムとして後述の３つを用いている。また、𝐼 は情報提供を実施したかどう

かを示し、情報提供を行ったクラスであれば１、そうでなければ０を取る二値変数である。

𝑋 は性別・学力・両親の教育レベルなど個人属性をコントロールする変数である。本稿で

はこうした個人属性を統制した上で、情報提供によるパラメータ𝛼 を検証し、情報提供に

よる影響を検討することとなる。 

アウトカムとしている３つの変数は次の通りである。まず１つ目は大学進学の希望可否

である。四年制大学への進学第一希望とする場合を１、それ以外を０とする二値変数を用
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いている。２つ目は大学進学希望の程度である。「大学進学に対する希望度合いはどの程度

ですか」という質問に対し、「①絶対に進学しない、②恐らく進学しない、③分からない、

④できれば進学したい、⑤絶対に進学したい」を回答とする調査項目の結果を用いている。

そして３つ目の変数が人的資本投資である。本稿の情報提供対象者は高校１年生であるこ

とから、情報提供による影響が進路選択ではなく人的資本投資の増加に表れることが考え

られる。本稿では勉強時間を代理変数とし、現在の勉強時間を現在の人的資本投資と仮定

した上で、情報提供によって希望する勉強時間がどの程度変化するかを観察している。 

なお、分析に際しては、先の①式に基づいた分析に加え、変化の差分を取った分析も行

う。推計式は以下の通りである。 

まず前述の①式に対し、時点 t を付与する。 

𝑌  = 𝛽 + 𝛽 𝐼 + 𝛽 𝑋 + 𝐴 + 𝑢  …② 

𝐴 は時間を通じて変化しない観測できない個人特有の要因を示す。 

時点 t は情報提供実施前に 1,実施後に 2 を取るものとすると、情報提供の前後の推計式

は各々③式、④式のように示すことが出来る。 

𝑌  = 𝛽 + 𝛽 𝐼 + 𝛽 𝑋 + 𝐴 + 𝑢  …③ 

𝑌  = 𝛽 + 𝛽 𝐼 + 𝛽 𝑋 + 𝐴 + 𝑢  …④ 

ここで、𝐼 は実験前から生徒が認識していた大学進学に関する情報を示す。𝐼 は実験後

に生徒が認識している情報とする。本稿の実験では限られた授業時間の中で情報提供を行

い、その前後の変化を観察することから、その定義上、前述の情報提供を実施したかどう

かを示す𝐼 は、𝐼  = 𝐼 - 𝐼 とみなすことが出来る。なお、単純化のためここでは提供情報

が個々の生徒にすべて理解されているものと仮定する(従って、𝐼 ＝ 𝐼 が成り立つものと

仮定する)。③④式の差分を取ると以下の式で示すことが出来る。 

⊿𝑌  = 𝛽 𝐼 ＋⊿𝑢  …⑤ 

 

 

５. 推計結果 

 

5.1．実験結果の概観 

さて、推計に入る前に実験結果を概観したい。 

前述した被説明変数のうち、まず「大学進学希望の可否」について、情報提供前後によ

る違いを示したのが次表 5-1-1 である。コントロールグループに変化はないのに対し、効
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用トリートメントグループでは 31 名中 2 名が大学進学を希望するようになっている。た

だし四年制大学を希望していたにも関わらず情報取得後に希望しなくなった生徒も１名

確認できる。 

 

表 5-1-1 進路希望（第 1希望）のうち四大進学の希望有無 

 

 

次に、第２の被説明変数である「大学進学希望の程度」の変化を確認したのが次図であ

る。縦軸に情報提供前の進学希望を、横軸に提供後の進学希望をプロットしている。図中

の 45 度線は、前後で変化がなかった層を示す。コントロールグループや費用トリートメ

ントグループはさほど変化が見られないのに対し、効用トリートメントグループは、進学

希望の向上・減少の両方向において変化している様子が伺える16。 

 

図 5-1-2 大学進学希望の程度における変化 

 

 

このうち最も変化のあった効用トリートメントグループについて、実験前に認識してい

た主観的な賃金プレミアム別や学力（中学校の成績）別に確認したのが次図である。サン

 
16 費用の情報で変化が無かったからといって、費用の情報が影響を与えないと結論づけることは出来

ない。萩原・樋口(2017)が示すように、日本の教育費の家計支出は OECD35 か国中 3 番目に大きい他、

教育費のうちに占める家計支出の割合も最も高い。日本は高等教育機関に進学する場合の家計の経済的

負担が大きいことが知られている。また奨学金もその大半が貸与型となっている。そのため、経済的に

進学が難しい生徒にたとえ適切な情報を伝えたとしても、進学希望の変化には至らない可能性も考えら

れる。 

-1 0 1 合計

control 0 30 0 30

費用Treat 1 31 0 32

効用Treat 1 28 2 31

合計 2 89 2 93

大学進学希望(第1希望)の変化
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プルサイズの小ささから統計的に有意な結果は出ないことが想定されるものの、大学進学

希望の程度が下がっている層は、もともとの賃金プレミアムを過大に見積もり、且つ、低

学力の学生であることが確認できる17。 

 

図 5-1-3 効用トリートメントグループにおける大学進学希望の程度の変化 

：主観的なプレミアム別（左）・学力別（右） 

 

 

最後に、人的資本投資の代理変数である「勉強時間の変化」（前述のように、希望する勉

強時間と現状の勉強時間の差異をいう。）で確認したのが下表である。前図と同様、勉強時

間の前後変化をプロットした図も併記している。その際、情報提供前の主観的な賃金プレ

ミアム別にドットの色・形を分けて記している。 

効用トリートメントグループでは、半数以上の希望勉強時間が高まっている。中には希

望勉強時間が減少している者もいるが、こうした生徒はもともとの主観的な賃金プレミア

ムが過大であったことも確認できる。 

 

表 5-1-4a 勉強時間の変化 

 

 

 
17 ただしここでいう「過大な見積り」はあくまで全国・県別平均の最終学歴別賃金差異に比べて過大

であることをいう。大卒賃金プレミアムは学術的にも様々な定義で推計されているほか、職種別・学部

別にも様々である。したがって、生徒の主観が過大に誤っているとは判断できず、留保が必要である。 
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下のほう 中の下 中くらい 中の上 上のほう

(単位：時間)

-1 -0.5 0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 4 Total

control 1 0 16 2 8 1 1 1 0 1 31
3.2% 0.0% 51.6% 6.5% 25.8% 3.2% 3.2% 3.2% 0.0% 3.2% 100.0%

費用Treat 0 1 16 3 10 0 1 0 1 0 32
0.0% 3.1% 50.0% 9.4% 31.3% 0.0% 3.1% 0.0% 3.1% 0.0% 100.0%

効用Treat 1 0 9 7 13 0 1 0 0 0 31
3.2% 0.0% 29.0% 22.6% 41.9% 0.0% 3.2% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

合計 2 1 41 12 31 1 3 1 1 1 94

ク

ラ

ス



 

15 
 

 

図 5-1-4b 勉強時間の変化 

 

 

5.2．推計結果について 

さて、こうした概観を踏まえ、前述の推計モデル式に基づき、情報提供と大学進学希望

等の関係性を分析した。 

まず、被説明変数を「大学進学希望の可否」や「大学進学希望の程度」とした分析結果

は次表の通りである。どちらも有意な結果は確認できない。 

 

表 5-2-1 情報提供が大学進学希望に与える影響 

 

 

次に、被説明変数を「勉強時間」とした分析結果は次表の通りである。結果、今後の勉

強時間を被説明変数とした OLS では有意な関係性は見いだせないものの、勉強時間の増
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同じくらい 倍～ 倍1.1 1.2 倍～ 倍1.3 1.4 倍～ 倍1.5 1.9 倍以上高い2

コントロールグループ 費用トリートメントグループ 効用トリートメントグループ

(A1) (A2) (A3) (A4) (A5) (A6) (A7) (A8) (A9) (A10) (A11) (A12)

情報提供(Treatment) 0.4447 0.4592 0.3027 -0.3969 -0.5616 -0.4912 0.0115 -0.4049 -0.5996 0.0771 0.1668 0.1509

[0.70] [0.74] [0.80] [0.81] [0.85] [0.93] [0.47] [0.58] [0.63] [0.46] [0.72] [0.75]

提供前の大学進学希望 1.9114 1.4662 2.1731 2.5701

[0.84]** [0.97] [1.12]* [1.23]**

提供前の大学進学希望度合い 3.1845 3.5449 4.5075 4.7752

[0.49]*** [0.57]*** [0.66]*** [0.76]***

属性 父親の最終学歴 Yes Yes Yes Yes

中学校3年生の成績 Yes Yes Yes Yes

_cons -1.8718 -3.0253 -2.9921 -1.8718 -3.2299 -2.472

[0.54]*** [0.85]*** [1.23]** [0.54]*** [1.06]*** [1.53]

cut1_cons -1.8271 4.1851 3.7791 -2.0038 6.1784 4.6621

[0.44]*** [1.01]*** [1.39]*** [0.46]*** [1.31]*** [1.66]***

cut２_cons -0.1329 8.2039 8.2318 0.0036 11.3903 10.4355

[0.34] [1.34]*** [1.69]*** [0.34] [1.71]*** [1.89]***

cut3_cons 0.8855 11.2328 11.7666 0.7536 15.2913 14.6189

[0.36]** [1.75]*** [2.16]*** [0.35]** [2.28]*** [2.49]***

cut4_cons 2.1648 14.0155 14.7862 2.2542 20.8188 20.1858

[0.48]*** [2.04]*** [2.47]*** [0.49]*** [3.12]*** [3.33]***

サンプルサイズ 61 61 54 62 62 46 58 57 57 61 60 59

注１：***は1%水準、**は5%水準、*は10%水準で有意であることを示す。

注2：表中の値は係数を示す。また、[ ] 内は標準誤差を示す。

大学進学希望(logit) 大学進学希望の度合い (順序logit)

効用Treatment 費用Treatment 効用Treatment 費用Treatment
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加有無を被説明変数としたロジットモデルでは、効用トリートメントグループの勉強時

間が有意に高まっている。学力や父親の学歴といった属性でコントロールしてもなお有

意な上昇が見られる。これに対し、費用トリートメントグループでは、いずれの場合にお

いても有意な結果は見いだせない。 

 

表 5-2-2 情報提供が人的資源投資(勉強時間)に与える影響

 

 

さらに、前述⑤式により前後の変化幅を被説明変数とした階差モデルの分析結果を示

したのが以下表である。大学進学の希望や希望度合いにおいては有意な関係性が見いだ

せないものの、勉強時間においては、効用・費用ともに有意に増加している。 

 

  

(B1) (B2) (B3) (B4) (B5) (B6) (B7) (B8)

情報提供(Treatment) 0.0094 0.0311 -0.0226 0.0445 0.9361 1.1441 0.069 0.2068

[0.20] [0.22] [0.22] [0.23] [0.53]* [0.61]* [0.51] [0.55]

提供前の勉強時間 0.8781 0.9032 0.8059 0.7539

[0.13]*** [0.14]*** [0.15]*** [0.16]***

父親の最終学歴 Yes Yes Yes Yes

中学校3年生の成績 Yes Yes Yes Yes

_cons 0.6337 1.0611 0.6652 0.69 -0.1942 -0.352 -0.1942 -1.6823

[0.15]*** [0.32]*** [0.16]*** [0.37]* [0.36] [0.91] [0.36] [0.91]*

N 62 58 63 61 62 56 63 58

r2 0.4475 0.4823 0.3326 0.3455

r2_a 0.4288 0.4098 0.3104 0.2591

注１：***は1%水準、**は5%水準、*は10%水準で有意であることを示す。

注2：表中の値は係数を示す。また、[ ] 内は標準誤差を示す。

勉強時間(OLS) 勉強時間の増加有無(Logit)

効用 費用 効用 費用
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表 5-2-3 情報提供が進学希望や人的資本投資(勉強時間)に与える影響(階差モデル) 

 

 

 

６. 結論 

 

本稿の目的は、大学進学の費用や効用に係る適切な情報の取得が、大学進学の意思決定

に及ぼす影響について、情報提供実験を通じて検証することにあった。本稿の限界とその

結果は次の通りである。 

まず本稿は少なくとも以下２つの課題を抱えており、結果の解釈には留保が必要である。

第１の課題はサンプルサイズである。前述の通り、本稿では 100 名弱の対象者に過ぎない

ため統計的に有意な結果は得られにくい。例えば「5.1 実験結果の概観」で詳述したよう

に、効用に関する情報の提供によって大学進学希望の程度が低下した生徒も確認できるも

のの、こうした傾向が偶然によるものかどうか判別できない。今後はより大きなサンプル

サイズによる検証が求められよう。また、今回の対象校は、極力家庭属性のバラツキがな

い場所を理由に、我が国で人口が最も少ない地方県を対象として選定した。これは都市-地

方間の情報格差を念頭においているためであるが、情報格差の是正の効果にまで言及する

には、今回の対象校だけでは不十分であろう。サンプルの代表性の観点から、本稿の対象

校がサンプルとして果たして最適かどうか懸念がぬぐえないためである。これは実験対象

校が１校であるが故に、どうしてもバイアスが発生してしまう。そのため、こうした問題

の解決に向けても今後より大きなサンプルサイズによる検証が必要である。 

第２の課題は長期的な追跡である。本稿は先行研究の課題に鑑み、他の情報による影響

を排除した実験を行った。そのため限られた時間内での影響は観察できるものの、その後

の実際の行動を追跡できていない。今後は、高校との調整も踏まえたリサーチデザインの

効用 費用 効用 費用 効用 費用

(A1) (A2) (A3) (A4) (A5) (A6)

情報提供(Treatment) 0.0323 -0.0313 -0.0741 0.0333 0.5 0.5645

[0.04] [0.02] [0.13] [0.09] [0.16]*** [0.16]***

N 61 62 57 60 63 62

r2 0.0108 0.0313 0.0059 0.0024 0.129 0.1711

r2_a -0.0057 0.0154 -0.0118 -0.0145 0.115 0.1575

注１：***は1%水準、**は5%水準、*は10%水準で有意であることを示す。

注2：表中の値は係数を示す。また、[ ] 内は標準誤差を示す。

大学進学 大学進学希望度合 勉強時間
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上、より長期的に追跡した実験研究が必要であろう。 

さて、こうした限界を踏まえた上で本稿が明らかした知見は次の通りである。 

第１に、大学進学に関する費用・効用の適切な情報提供による影響について検証した結

果、大学進学希望への有意な影響は確認できなかった。しかしながら、勉強時間で代理し

た人的投資については、費用・効用による情報の提供によって有意な上昇が見られた。実

験対象が高校１年生であることを踏まえると、大学進学の情報取得によって、進学決定で

はなく自己の人的資本投資への意欲が促進されたものと解釈できる。実際、情報提供によ

る勉強時間の増加は Jensen (2010)とも整合的である。 

第２に、客観値よりも過大な大卒賃金プレミアムを見込んでいた生徒においては、適切

な情報が進学希望や人的資本投資意欲をむしろ低下させる傾向も確認された。こうした傾

向は、学力の低い層ほど強く見られた。この結果は、低学力者ほど学力向上のための投資

が必要であるものの、そうした投資に見合うだけのリターンが減少したことで大学進学意

欲が減退したものと解釈できる。実際 Nguyen (2008)においても、進学によるリターンを過

小評価していた生徒のテストスコアは高まったものの、過大評価していた生徒のテストス

コアは下がったことが示されている。 

以上の結果から得られる含意や学術的貢献は次の通りである。 

まず、サンプルサイズや行動変容まで追跡できない課題はあるものの、大学進学に関す

る適切な情報提供による因果効果が一定示された。地方圏ほど主観的な大卒賃金プレミア

ムが低く、都市-地方間の進学格差の要因にもなっている(森安 2021) ような現状において

は、適切な情報提供が都市-地方間の進学格差是正を図る解決策になり得る可能性も示唆さ

れる18。ただし、もともと効用を過大に見込んでいる一部の学生には、むしろ進学希望を

減退させることにつながる可能性もあることには留意が必要であろう。 

次に、経済学領域としては我が国で初めて、実際の学校をフィールドにしたランダム化

比較実験を行ったことも学術的貢献だと言える。実験的手法の導入や教育データの整備が

長年課題視されているにも関わらず、これまで我が国では、教育の平等性などの観点から

学校を巻き込んだ実証実験は不可能だと言われてきた。こうした中、実験スキームを構築

し、大学進学等の効果を実証したことは、学術的にも社会的にも意義があるものと考える。

現状では日本初のスキームであるが故に様々な実務的制約があるものの、今後長期的な追

跡やサンプルサイズの拡大等を図り、更なる研究知見の創出を図っていきたい。 

 
18 大学進学の地域格差是正に係る代表的な施策は奨学金制度である。これは地域間における世帯収入格差や

進学費用の格差是正には寄与するものであるが生徒の期待効用を高めるわけではない。進学格差是正には、こ

うした進学費用補填のみならず進学による効用に関する適切な情報提供が必要であろう。 
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